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第１章 計画の概要 

 

１ 策定の背景  

 

（１）犯罪や再犯の現状 

全国の刑法犯認知件数（警察等で認知されている刑法犯の発生件数）は、平成１４

年をピークに減少傾向にあり、刑法犯検挙件数（警察等で検挙した刑法犯事件の数）

も平成１８年以降減少しています。しかしながら、初犯者は減少しているものの、再

犯者率（検挙人員に占める再犯者の割合）は、依然として約５割と大きな割合を占め

ています。東京都内や足立区内でも同様の傾向は変わりません。つまり、再犯者率を

いかに抑えるかが、全国的な課題なのです。 

罪を犯した人の中には、出所時に住居や就労先がないなど様々な生きづらさを感じ、

立ち直りに多くの困難を抱える人がいます。こうした人たちが地域の中で孤立するこ

となく、社会復帰を果たすための息の長い支援を、国、都道府県、区市町村、民間団

体等が緊密に連携して実施する必要があります。 

 

（２）国・東京都の動き 

平成２８年１２月に「再犯の防止等の推進に関する法律（以下「再犯防止推進法」

といいます。）が施行され、これに基づき、国では、平成３０年度から令和４年度まで

の５か年を計画期間とする「再犯防止推進計画」を、令和元年１２月には「再犯防止

推進計画加速化プラン」を閣議決定しました。さらに令和４年１月に「再犯防止推進

計画等検討会」を立ち上げ、令和４年度内に「第二次再犯防止推進計画」を策定予定

です。 

また東京都では、令和元年７月に、再犯防止推進法第８条の規定に基づく地方再犯

防止推進計画として、令和元年度から令和５年度までの５か年を計画期間とする「東

京都再犯防止推進計画」を策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）区の取組 

足立区ではこれまで、治安、学力、健康、貧困の連鎖を４つのボトルネック的課題

として捉え、これらを改善していくことが区のイメージアップに繋がるとの方針に基

づき、様々な事業に取り組んできました。 

治安対策として平成１９年に足立区ビューティフル・ウィンドウズ運動がスタート

第１章 計画の概要 

 ・ 再犯防止推進計画 

・ 再犯防止推進計画加速化プラン 

・ 再犯防止推進計画等検討会 

 

・ 東京都再犯防止推進計画 

 

平成２８年１２月  再犯防止推進法の施行 

国 

東
京
都 



2 

 

し、それ以降、区の刑法犯認知件数は継続的に減少し、令和３年（３，２１２件）に

は平成１３年のピーク時（１６，８４３件）の８割減となりました。 

「美しいまちは安全なまち」をスローガンに、地域との協働・協創による取組によ

り刑法犯認知件数ばかりでなく、区民の体感治安も改善された好事例と言えます。 

 

さらに足立区は、内閣府から令和４年度の「ＳＤＧｓ未来都市」と「自治体ＳＤＧ

ｓモデル事業」にダブル選定されました。この事業提案の背景には、区のボトルネッ

ク的課題「貧困の連鎖」と「犯罪が多いまち」というネガティブな先入観から来る「区

に対するマイナスイメージ」という容易には克服が困難な２つのスティグマがありま

す。 

この負のイメージを払拭するため、ＳＤＧｓモデル事業における２０３０年のある

べき姿を「誰もが一歩踏み出せるレジリエンスの高いまち ～ボトルネック的課題を

解消し、その先への挑戦へ～」とし、積極果敢に取組を進めています。 

 

これらの取組の目指す先にある「誰一人取り残さない」地域共生社会の実現を目指

す一翼を担うため、足立区再犯防止推進計画を策定します。 

 

２ 計画の位置づけ 

足立区再犯防止推進計画は、再犯防止推進法第８条第１項に基づく地方再犯防止推進

計画です。 

また、足立区基本計画、足立区地域保健福祉計画を上位計画とし、国や都の再犯防止

推進計画と整合性を図ります（４ページ参照）。 

 

３ 計画期間 

  本計画の期間は、令和５年度（２０２３年度）から令和９年度（２０２７年度）まで

の５年間とします。 

 

４ ＳＤＧｓの理念を踏まえた施策の展開 

  足立区基本計画（令和３年３月改定版）では、ＳＤＧｓの理念や国の動向を踏まえな

がら各施策を着実に推進していくことで、ＳＤＧｓの達成に寄与することとしています。 

  本計画では「誰一人取り残さない」地域共生社会の実現を目指すことで、ＳＤＧｓの

１７の目標（ゴール）の達成につながるよう取組を進めます。 

本計画におけるＳＤＧｓ目標は、以下の８つです。 
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紙面構成の都合により本ページ余白 
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足立区再犯防止推進計画 体系図 
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協創力でつくる 活力にあふれ進化し続ける ひと・まち 足立 

足立区基本計画 

・・・ 
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再犯防止推進法 

 

整合 

国 

再犯防止推進計画 

 

東京都 

東京都再犯防止推進計画 
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足立区再犯防止推進計画 施策体系 
 
 

将来像 誰ひとり孤立することなく、共に暮らし続けられる ひと・まち 足立 

 

取組方針１ 個々の特性や現状に応じた居住先の確保と就労支援 

１ 居住先の 
確保 

（１）住居確保給付金の支給事業 
（２）あだちお部屋さがしサポート事業 
（３）住宅あっせん 

２ 就労支援 

（１）介護のしごと相談・面接会 
（２）障がい者への就労支援 
（３）ジョブサポートあだち 
（４）精神障がい者への就労支援 

 

取組方針２ 保健医療、福祉サービス、相談支援の継続的実施 
１ 若者の相談支援 
２ 障がいのある方への相談支援 
３ 障がいのある方への通所リハビリテーション支援 
４ 地域包括支援センターの設置 
５ 生活保護制度による支援 
６ 自立相談支援事業 
７ セーフティネットあだち 
８ 心の健康相談の実施 
９ 思春期デイケアの実施 
10 精神科通院費用の助成 

 

取組方針３ 学校等と連携した非行の防止と修学支援等の実施 

１ 非行の防止 

（１）警察との連携事業 
（２）青少年問題協議会 
（３）足立区少年補導白書の発行 
（４）足立区青少年対策地区委員会 
（５）「こどもをまもろう１１０番」の普及 
（６）子どもの安全安心のためのプログラム 
（７）養育困難改善事業 

２ 修学支援 

（１）外国人相談窓口 
（２）生活保護受給世帯の子どもの就学定着に向けた取組 
（３）居場所を兼ねた学習支援 
（４）教育相談の実施 
（５）学校以外の学びの場の提供 
（６）スクールカウンセラーによる相談対応の実施 
（７）スクールソーシャルワーカーによる支援の実施 

 

取組方針４ 犯罪のない安全で安心な地域づくりの推進 

１ ビューティ
フル・ウィン
ドウズ運動 

（１）地域における見守り活動支援事業補助金 
（２）地域防犯活動助成金 
（３）安全安心パトロール隊等による青パト運行 
（４）ボイスセンサー設置（自転車盗難対策） 
（５）自動通話録音機貸与（特殊詐欺対策） 
（６）携帯電話抑止装置設置（特殊詐欺対策） 
（７）ＡＩシステム設置費用補助金（万引き防止対策） 
（８）店舗用防犯カメラ等設置費用補助金（万引き防止対策） 
（９）防犯対策用センサーライト貸与（侵入盗対策） 
（10）六町駅前安全安心ステーション「ろくまる」 
（11）防火防災協会等活動助成金 
（12）各種啓発活動 

２ 孤立ゼロ 
プロジェクト 

（１）孤立ゼロプロジェクト 

 

取組方針５ 関係機関、民間協力者等との連携強化、広報・啓発活動の推進 
１ 社会を明るくする運動 
２ 足立区保護観察協会を通じた更生保護事業の推進 
３ 更生保護ボランティア等の活動に関する広報 
４ 更生保護サポートセンターの運営支援 
５ 民生・児童委員活動支援 
６ （仮）再犯防止推進協議会の設置 

 

第１章 計画の概要 

※区の取組のみ掲載 
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第２章 再犯防止を取り巻く現状 

 

１ 足立区の刑法犯認知件数推移 

刑法犯認知件数は平成１３年にピークを迎えましたが、足立区ビューティフル・ウィ

ンドウズ運動等に取り組んだ結果、減少傾向が続いています。 

令和３年は、戦後最少となった令和２年の件数をさらに下回ることができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 足立区の罪種別刑法犯認知件数（２０歳未満の者を除く） 

令和３年の刑法犯認知件数３，２１２件のうち、非侵入窃盗が２，０６２件（うち自

転車盗難８５９件、万引き４０５件）と最も多く、全体の６割以上を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 再犯防止を取り巻く現状 

件 

 ピーク時(平成 13 年)の

８割減 

（警視庁提供データを基に作成） 

（警視庁提供データを基に作成） 

令和３年 

合計 3,212件 
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３ 足立区・全国の再犯者数と再犯者率の推移（刑法犯総数 ２０歳未満の者を除く） 

初犯者は足立区・国ともに減少傾向ですが、令和３年の再犯者は足立区でやや増加し

ました。再犯者率は、依然として５０％台で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 足立区の犯行時の年齢別刑法犯件数（２０歳未満の者を除く） 

男性は、「２０～２９歳」と「６０歳以上」が特に多くなっています。 

女性は、「６０歳以上」が突出して多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 再犯防止を取り巻く現状 

人 
人 

（法務省矯正局提供データを基に作成） 

（法務省矯正局提供データを基に作成） 
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５ 足立区の犯行時の職業別刑法犯件数の推移（検挙人員数 ２０歳未満の者を除く） 

職業別での検挙人員は、令和２年以降は有職者が無職者を上回っていますが、おおむ

ね総数に大きな差はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 足立区における保護司(※)の人員数と充足率の推移 (※35 ページ参照) 

足立区の保護司定数は２７８人です（令和４年６月１日現在）。 

充足率（定数に対する割合）は、７５％から７９％の間で推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 30年 令和 1年 令和 2年 令和 3年 令和 4年 

保護司 

人員数 
209 218 218 210 209 

充足率 75.2% 78.4% 78.4% 75.5% 75.2% 

（足立区保護司会提供データを基に作成 人員数は毎年６月１日現在） 

 

 

第２章 再犯防止を取り巻く現状 

人 

（法務省矯正局提供データを基に作成） 
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第３章 国・東京都の取組 

 

１ 再犯防止推進法における基本理念 

再犯防止推進法は、第３条に以下の「基本理念」を掲げています。再犯防止施策の実

施者である国及び地方公共団体が目指すべき方向・視点は、この基本理念を踏まえて設

定することとされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 国の取組 

国の再犯防止推進計画では、再犯防止推進法における基本理念を基に、「５つの基本方

針」と「７つの重点課題」を設定し、取組を進めることとしています。 

 

５つの基本方針は、犯罪をした者等が、円滑に社会の一員として復帰することができ

るようにすることで、国民が犯罪被害を受けることを防止し、安全で安心して暮らせる

社会の実現に寄与するという目的を達成するために、個々の施策の策定・実施や連携に

際し、実施者が目指すべき方向・視点を示すものです。 

 

７つの重点課題は、多岐にわたる再犯防止施策について、再犯防止推進法で定める基

本的施策に基づき整理したものです。これらの課題は相互に密接に関係していることか

ら、関係府省庁が施策を実施するに当たっては、各課題に対する当該施策の位置付けを

明確に認識することはもとより、施策間の有機的連携を意識しつつ総合的な視点で取り

組んでいく必要があります。 

 

１ 再犯の防止等に関する施策は、犯罪をした者等の多くが安定した職業に就くこと及び住居を確保すること

ができないこと等のために円滑な社会復帰をすることが困難な状況にあることを踏まえ、犯罪をした者等

が、社会において孤立することなく、国民の理解と協力を得て再び社会を構成する一員となることを支援す

ることにより、犯罪をした者等が円滑に社会に復帰することができるようにすることを旨として、講ぜられ

るものとする。 

２ 再犯の防止等に関する施策は、犯罪をした者等が、その特性に応じ、矯正施設（刑務所、少年刑務所、拘

置所、少年院、少年鑑別所及び婦人補導院をいう。以下同じ。）に収容されている間のみならず、社会に復

帰した後も途切れることなく、必要な指導及び支援を受けられるよう、矯正施設における適切な収容及び処

遇のための施策と職業及び住居の確保に係る支援をはじめとする円滑な社会復帰のための施策との有機的

な連携を図りつつ、関係行政機関の相互の密接な連携の下に、総合的に講ぜられるものとする。 

３ 再犯の防止等に関する施策は、犯罪をした者等が、犯罪の責任等を自覚すること及び被害者等の心情を理

解すること並びに自ら社会復帰のために努力することが、再犯の防止等に重要であるとの認識の下に、講ぜ

られるものとする。 

４ 再犯の防止等に関する施策は、犯罪及び非行の実態、再犯の防止等に関する各般の施策の有効性等に関す

る調査研究の成果等を踏まえ、効果的に講ぜられるものとする。 

第３章 国・東京都の取組 

【基本理念（再犯防止推進法第３条）】 
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  ① 犯罪をした者等が、多様化が進む社会において孤立することなく、再び社会を構

成する一員となることができるよう、あらゆる者と共に歩む「誰一人取り残さない」

社会の実現に向け、関係行政機関が相互に緊密な連携をしつつ、地方公共団体・民

間の団体その他の関係者との緊密な連携協力をも確保し、再犯の防止等に関する施

策を総合的に推進すること。 

 

  ② 犯罪をした者等が、その特性に応じ、刑事司法手続のあらゆる段階において、切

れ目なく、再犯を防止するために必要な指導及び支援を受けられるようにすること。 

 

  ③ 再犯の防止等に関する施策は、生命を奪われる、身体的・精神的苦痛を負わされ

る、あるいは財産的被害を負わされるといった被害に加え、それらに劣らぬ事後的

な精神的苦痛・不安にさいなまれる犯罪被害者等が存在することを十分に認識して

行うとともに、犯罪をした者等が、犯罪の責任等を自覚し、犯罪被害者の心情等を

理解し、自ら社会復帰のために努力することの重要性を踏まえて行うこと。 

 

  ④ 再犯の防止等に関する施策は、犯罪および非行の実態、効果検証及び調査研究の

成果等を踏まえ、必要に応じて再犯の防止等に関する活動を行う民間の団体その他

の関係者から意見聴取するなどして見直しを行い、社会情勢等に応じた効果的なも

のとすること。 

 

  ⑤ 国民にとって再犯の防止等に関する施策は身近なものではないという現状を十分

に認識し、更生の意欲を有する犯罪をした者等が、責任ある社会の構成員として受

け入れられるよう、再犯の防止等に関する取組を、分かりやすく効果的に広報する

などして、広く国民の関心と理解が得られるものとしていくこと。 

  

 

 

  ① 就労・住居の確保等 

  ② 保健医療・福祉サービスの利用の促進等 

  ③ 学校等と連携した修学支援の実施等 

  ④ 犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導の実施等 

  ⑤ 民間協力者の活動の促進等、広報・啓発活動の推進等 

  ⑥ 地方公共団体との連携強化等 

  ⑦ 関係機関の人的・物的体制の整備等 

  

 

第３章 国・東京都の取組 

【国 ５つの基本方針】 

【国 ７つの重点課題】 
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３ 東京都の取組 

東京都再犯防止推進計画では、国の５つの基本方針を踏まえ、６つの重点課題を設定

し取組を進めることとしています。 

 

都の計画には、再犯の防止を目的としているもののほか、犯罪をした者等か否かにか

かわらず、従前から都民に提供してきている各種サービス等で、再犯防止に資する取組

や、副次的な効果として再犯防止につながる可能性がある取組も記載しています。 

 

 

 

  ① 就労・住居の確保等 

  ② 保健医療・福祉サービスの利用の促進等 

  ③ 非行の防止、学校と連携した修学支援等 

  ④ 犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導・支援等 

  ⑤ 民間協力者の活動の促進、広報・啓発活動の推進等 

  ⑥ 再犯防止のための連携体制の整備等 

  

 

 

第３章 国・東京都の取組 

【東京都 ６つの重点課題】 

【参考】第二次再犯防止推進計画（案）における７つの重点課題 

 

国では、現在「第二次再犯防止推進計画」の策定を進めています。 

第二次再犯防止推進計画（案）では、基本方針について第一次再犯防止推進計画

を踏襲しており、重点課題については第一次再犯防止推進計画を踏まえつつ、以下

の７つの項目としています（令和５年１月２３日）。 

  

 第一次再犯防止推進計画（現状） 第二次再犯防止推進計画（案） 

① 就労・住居の確保等 （変更なし） 

② 保健医療・福祉サービスの利用の促進等 （変更なし） 

③ 学校等と連携した修学支援の実施等 （変更なし） 

④ 犯罪をした者等の特性に応じた効果的な指導の実施等 （変更なし） 

⑤ 民間協力者の活動の促進等、広報・啓発活動の推進等 民間協力者の活動の促進等 

⑥ 地方公共団体との連携強化等 地域による包摂の推進 

⑦ 関係機関の人的・物的体制の整備等 再犯防止に向けた基盤の整備等 
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第４章 足立区が目指す将来像・取組方針・成果指標 

 

１ 将来像 

  再犯防止推進法の基本理念、国や東京都の再犯防止推進計画を踏まえ、足立区におけ

る再犯防止に向けたまちの将来像を以下のとおり定めます。 

 

２ 取組方針 

  目指すべき将来像の実現のため、国や東京都の再犯防止推進計画における基本方針を

踏まえ、以下のとおり、５つの取組方針を定めます。 

 

（１）個々の特性や現状に応じた居住先の確保と就労支援（１４ページ参照） 

   性別、年齢、心身の状況、家庭環境等、罪を犯した人等の特性や現状に応じた居住

先の確保を支援するとともに、生活習慣、職業適性や求人状況等を踏まえた包括的就

労支援を実施します。 

 

（２）保健医療、福祉サービス、相談支援の継続的実施（１８ページ参照） 

   貧困や疾病、嗜癖、障がい、厳しい生育環境等、様々な生きづらさを抱える人が、

地域社会で安定した生活が送れるように、その人の特性や現状に応じた息の長い、寄

り添い支援を実施します。 

 

（３）学校等と連携した非行の防止と修学支援等の実施（２２ページ参照） 

   子どもたちが犯罪の被害者にも加害者にもならないよう、学校、家庭、地域が連携

して見守るとともに、犯罪や非行をした人が立ち直り、地域社会の一員として社会復

帰できるよう、自立のために必要な修学支援等を実施します。 

 

（４）犯罪のない安全で安心な地域づくりの推進（２８ページ参照） 

   罪を犯した人等がその責任を自覚し、犯罪被害者の心情等を理解するとともに、自

ら社会復帰のために努力することを基本に、様々な関係機関の協働・協創により、罪

を犯した人等が孤立することなく、犯罪のない安全で安心な地域づくりに取組みます。 

 

（５）関係機関、民間協力者等との連携強化、広報・啓発活動の推進（３２ページ参照） 

   国、警視庁、ＮＰＯ法人、支援団体、協力雇用主、保護司、民生・児童委員等と区

が連携協力し、それぞれの専門性や役割を通じて、対象者の置かれている状況の改善

に注力するとともに、様々な関係機関が実施する非行・再犯の防止の取組について、

広報等を通じて広く区民に周知します。 

 

誰ひとり孤立することなく、共に暮らし続けられる ひと・まち 足立 

第４章 足立区が目指す将来像・取組方針・成果指標 
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３ 将来像を実現するための成果指標 

指標名 定 義 
現状値 

(令和 3年) 

目標値 
(令和 5年) 

目標値 
(令和 9年) 

再犯者率 
刑法犯検挙人員に占める

再犯者の人員の比率 
55.9％ 53.0％ 50.0％ 

区内刑法犯認知

件数 

警察において発生を認知

した事件の数 
3,212件 

3,350件以下

(※) 
－ 

※令和４年の刑法犯認知件数が 3,664件だったことを踏まえ、令和 5年の目標値を設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 足立区が目指す将来像・取組方針・成果指標 
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第５章 取組方針に基づく主な取組 

１ 個々の特性や現状に応じた 

居住先の確保と就労支援 
 

性別、年齢、心身の状況、家庭環境等、罪を犯した人等の特性や現状に応じた居住先

の確保を支援するとともに、生活習慣、職業適性や求人状況等を踏まえた包括的就労支

援を実施します。 

 

１ 居住先の確保 

 

現状 課題 

◆ 刑務所満期出所者のうち約 5割が適

当な帰住先が確保されないまま刑務

所を出所している。 

◆ 身元引受人を得ることが困難 

◆ 過去の家賃滞納歴等により民間家賃保

証会社が利用できないケースがある。 

 

 

２ 就労支援 

 

現状 課題 

◆ 刑務所に再び入所した者のうち約 7

割が職に就いていない。 

◆ 仕事に就いていない者の再犯率(※)

は、仕事に就いている者の再犯率と

比べて約 3倍と高い。 
 

※ 再犯率 

刑務所を出所した者のうち、一定期間内に再入所する

者の割合 

 

◆ 社会人としての常識や対人関係の形成や

維持に必要な能力が身についていないた

め職に就くことが難しい。 

◆ 就職活動を行う上で必要な知識や資格等

が不足している。 

◆ 罪を犯した人を受け入れる環境が不十分 

◆ 罪を犯した人の中には、障がいの程

度が福祉的支援を受けられる程度で

はないものの、一般就労をすること

が難しい者が少なからず存在する。 

◆ 一般就労をすることが難しい人を受け入

れる環境が不十分 

 

第５章 取組方針に基づく主な取組 

  １ 個々の特性や現状に応じた居住先の確保と就労支援 
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主な取組と活動指標                 

１ 居住先の確保 

（１）住居確保給付金の支給事業【足立福祉事務所】 

離職等によって住居を喪失又はその恐れのある方を対象に、家賃相当分の住居確保

給付金を支給することで、住居及び就労機会等の確保に向けた支援を行います。 

（２）あだちお部屋さがしサポート事業【住宅課】 

住宅確保要配慮者（※）への住宅確保として、不動産協会と協定を締結し、条件に合

った民間賃貸住宅を紹介しています。また、地域包括ケア推進課と連携し、６５歳以

上の高齢者に見守り機器等の支援を行っています。 
 
※住宅確保要配慮者には、住宅セーフティネット法に定める低所得者、被災者、高齢者、障がい者、子育て世帯のほか、省令

で定める矯正施設退所者等も含みます。  

（３）住宅あっせん【住宅課】 

住宅にお困りで、新たな住宅をお探しの方に、東京都宅地建物取引業協会足立区支

部と全日本不動産協会城東第一支部の協力を得て、民間の賃貸住宅をあっせんする制

度です。 

 

（４）TOKYOチャレンジネット（生活・居住支援、就労支援）【都の制度】 

住居を失い、インターネットカフェやマンガ喫茶等で寝泊まりしながら不安定な就

労に従事する者や離職者に対して、生活支援、居住支援、資金貸付及び厚生労働省と

連携した就労支援等のサポートをします。 

（５）更生保護施設【民間団体】 

罪を犯した人の中には、頼る人がいない、本人に社会生活上の問題があるなどの理

由ですぐに自立更生できない人がいますが、更生保護施設は、こうした人たちを一定

期間保護し、円滑な社会復帰を助けて再犯を防止するという重要な役割を担っていま

す。宿泊場所や食事を提供するだけでなく、入所者が社会生活に適応するために必要

な指導や援助を行い、その再出発を支えています。 

 

 

第５章 取組方針に基づく主な取組 

  １ 個々の特性や現状に応じた居住先の確保と就労支援 
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２ 就労支援 

（１）介護のしごと相談・面接会【高齢福祉課】 

身近な地域に居住する潜在的福祉人材を掘り起こし、福祉施設や事業所等の求人事

業所と結びつけ、福祉分野の人材確保と区民の就労機会の拡大を図るために実施して

います。 

（２）障がい者への就労支援【障がい福祉センター】 

就労を希望する障がい者に対して本人の希望、特性に合った就労支援を行います。

必要な際は本人了承のもと、関係機関と連携して対応します。また、働きやすい環境

について、本人・職場と相談し、安定して長期間働けるよう定着支援を行います。 

 

（３）ジョブサポートあだち【生活保護指導課、くらしとしごとの相談センター】 

すぐに就労が難しい生活保護受給者及び生活困窮者に対し、就労に必要な知識や技

能を身につけるための支援を行います。 

 

（４）精神障がい者への就労支援【中央本町地域・保健総合支援課】 

６５歳未満の一般企業等への就労を希望する精神障がいの方に対し、一定期間、就

労に必要な知識や能力向上のために必要な訓練を行います。また、就職後においても

就労の定着のための支援を行います。 

（５）ハローワーク（求人・求職情報提供サービス）による支援【国の制度】 

「働く方」向け、「雇う方」向け双方から、就労に関する様々な制度、相談窓口、

給付金・助成金、人材募集等の情報を提供します。区役所にある「あだちワークセン

ター」で、ハローワークの職業相談・職業紹介が受けられます。求人検索ができるパ

ソコン端末も設置しています。 

なお、厚生労働省東京労働局が実施する「刑務所出所者等就労支援事業」による「支

援対象者等」の就労支援については、ハローワーク足立に専門の相談窓口を設けてい

ます。 

（６）コレワーク（矯正就労支援情報センター）【国の制度】 

刑務所出所者等の雇用を検討されている事業主の方向けに、「雇用情報提供」「採

用手続支援」「相談窓口」のサービスを提供します。 

（７）協力雇用主制度 【国の制度】 

犯罪や非行歴のある人に、その事情を承知した上で職場を提供し、立ち直りに協力

しようとする事業主のことです。令和５年１月１日時点（速報値）では、東京都内で

１，１９６、足立区内で７６の事業主が協力雇用主として登録しています。 

 

第５章 取組方針に基づく主な取組 

  １ 個々の特性や現状に応じた居住先の確保と就労支援 
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（８）あだち若者サポートステーション【厚生労働省委託の支援機関】 

働きたいと思っても、なかなか次の一歩が踏み出せない、１５歳から４９歳までの

方をサポートしています。就職活動の基礎知識やコミュニケーションなど各種セミナ

ーや、職場体験、適性検査など、ご希望のメニューに参加できます。 

 

活動指標（区の取組） 

１ 居住先の確保 

主な取組 所管 指標名 
現状値   

R3 年度 

目標値 

R5 年度 

目標値 

R9 年度 

（１）住居確保給付金の支給

事業 

足立福祉事務所 
新規支給決定件

数/月  

292 200 150 

（２）あだちお部屋さがしサ

ポート事業 
住宅課 

お部屋さがし相

談件数 
243 250 － 

（３）住宅あっせん 住宅課 － － － － 

 

２ 就労支援 

主な取組 所管 指標名 
現状値   

R3 年度 

目標値 

R5 年度 

目標値 

R9 年度 

（１）介護のしごと相談・面

接会 

高齢福祉課 面接会来場者数 105 200 200 

（２）障がい者への就労支援 
障がい福祉セン

ター 

就労につなげら

れた割合 

0%（0/1） － － 

（３）ジョブサポートあだち くらしとしごと

の相談センター 

就労決定者数

（人） 

990 900 940 

（４）精神障がい者への就労

支援 

中央本町地域・保

健総合支援課 

就労移行支援及

び就労定着支援

の年間延べ支給

件数 

3,233 3,500 3,900 

 

第５章 取組方針に基づく主な取組 

  １ 個々の特性や現状に応じた居住先の確保と就労支援 
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２ 保健医療、福祉サービス、 

相談支援の継続的実施 
 

貧困や疾病、嗜癖、障がい、厳しい生育環境等、様々な生きづらさを抱える人が、地

域社会で安定した生活が送れるように、その人の特性や現状に応じた息の長い、寄り添

い支援を実施します。 

 

現状 課題 

◆ 出所後 2年以内に刑務所に再び入所す

る割合は、高齢者が全世代中で最も高い

傾向にある。 

◆ 出所後 5年以内に再び刑務所に入所し

た高齢者のうち、約 4割が出所後 6か月

未満という極めて短期間で再犯に至っ

ている。 

◆ 経済的困窮 

65歳以上の高齢万引き被疑者の約 8

割が無職 

◆ 認知機能の低下 

記憶に関する一部機能の低下 

◆ 社会関係性の欠如や孤独 

65歳以上の万引き被疑者のうち、 

独居は 56.4% 

交友関係ない 46.5% 

◆ 知的障がいのある受刑者は、再犯に至

るまでの期間が短い傾向にある。 

 
※ 特別調整 

矯正施設出所者に対し福祉関連施設が連携して必要な

調整を図ること 

◆ 福祉的支援が必要にもかかわらず、

本人が希望しない等の理由から特別

調整(※)等の対象とならない場合が

ある。 

◆ 社会関係性の欠如や孤独により、地

域での生活に支障がある。 

◆ 新規入所者の約 3割が覚せい剤取締法

違反であり、その内約 2割が 2年以内

に再び刑務所に入所している。 

◆ 以前の関係が断ち切れない。 

◆ 高齢者の窃盗犯（万引き）が多い傾向に

ある。 

◆ 経済的困窮 

65歳以上の高齢万引き被疑者の約 8

割が無職 

◆ 認知機能の低下 

記憶に関する一部機能の低下 

◆ 社会関係性の欠如や孤独 

65歳以上の万引き被疑者のうち、 

独居は 56.4% 

交友関係ない 46.5% 
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主な取組と活動指標                  

１ 若者の相談支援【子どもの貧困対策・若年者支援課】 

あだち若者サポートテラス SODAでは、メンタル面や生活全般の悩みなどを抱える１

５～２５歳の子ども・若者本人が直接相談できる窓口（電話やオンラインでの相談も

可）を開設し、支援を行っています。 

また、東京都児童相談センターでは、都内在住・在学の児童及び保護者を対象に、

１８歳未満のお子さんに関することを電話で相談できる「よいこに電話相談」を実施

しています。 

２ 障がいのある方への相談支援【障がい福祉課、障がい福祉センター】 

日常生活に不安や生きづらさ等を抱えている身体・知的・発達・高次脳機能障がい

のある方等（疑いのある方も含む）の相談に応じます。 

３ 障がいのある方への通所リハビリテーション支援【障がい福祉センター】 

身体・難病・高次脳機能障がいのある方に相談・リハビリテーションを提供し社会

生活力を高め、本人希望の社会参加につながるよう支援していきます。 

４ 地域包括支援センターの設置【地域包括ケア推進課】 

区から委託を受けた公的な事業所です。６５歳からの健康や介護に関するさまざま

な相談を受け付ける窓口です（区内２５カ所）。 

 

５ 生活保護制度による支援【足立福祉事務所】 

生活が困窮している世帯に対し、健康で文化的な最低限度の生活を保障し自立に向

けた援助を行います。 

６ 自立相談支援事業【くらしとしごとの相談センター】 

生活困窮者一人ひとりの相談に応じ、必要な支援機関につなぐなど自立に向けた支

援を行います。 

７ セーフティネットあだち【くらしとしごとの相談センター】 

ひきこもり当事者や家族からの相談を受け、一歩を踏む出すための支援（サポート）

を行います。 

第５章 取組方針に基づく主な取組 
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８ 心の健康相談の実施【中央本町地域・保健総合支援課】 

精神障がいの方の病気や日常生活の悩み等について精神科医師が相談に応じます。 

９ 思春期デイケアの実施【中央本町地域・保健総合支援課】 

家に閉じこもりがちな方や、人間関係などで悩みのある方たちに向けて、プログラ

ムを通して、人とのつきあい方を学んだり、生活リズムを整えたり、次の生活に向け

ての準備をしていきます。（義務教育終了後から概ね３０歳までの方が対象） 

10 精神科通院費用の助成【中央本町地域・保健総合支援課】 

自立支援医療（精神通院）により医療費の経済的負担を軽減し、精神障がいの方の

安定した地域生活を支援します。 

11 権利擁護センターあだち【足立区社会福祉協議会】 

成年後見制度の利用支援、認知症高齢者の方などに介護や福祉サービスの利用支援

を行っています。 

12 アルコール、薬物、ギャンブル等の問題についての相談            

【東京都立精神保健福祉センターの事業】 

依存症の問題を抱えて困っている本人、家族、関係機関の方からの相談に応じます。 

13 東京都地域生活定着支援センター【都の制度】 

高齢（概ね６５歳以上）又は障がいのために福祉的な支援を必要とする矯正施設退

所予定者及び退所者等に対し、関係機関等と連携・協働しながら、入所中から退所後

まで一貫した相談支援を実施することによって、その方の社会復帰及び地域での生活

への定着を支援する東京都の施設です。 

14 犯罪お悩みなんでも相談【都の制度】 

都内在住で、万引きなどの犯罪行為をしてしまう本人、その家族または関係者など

を対象に、社会福祉士や精神保健福祉士が電話相談を受け付けます。 
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活動指標（区の取組） 

主な取組 所管 指標名 
現状値   

R3 年度 

目標値 

R5 年度 

目標値 

R9 年度 

１ 若者の相談支援 
子どもの貧困対

策・若年者支援課 

若年者支援相談窓口

の相談件数・相談を通

じ、就労につながった

件数 

－ 200 200 

２ 障がいのある方への相

談支援 

障がい福祉課、 

障がい福祉セン

ター 

計画相談支援の利用

者数（人） 
919 1,749 － 

３ 障がいのある方への通

所リハビリテーション支

援 

障がい福祉セン

ター 
- － － － 

４ 地域包括支援センター

の運営 

地域包括ケア推

進課 
高齢者の実態把握数 15,920 16,100 16,400 

５ 生活保護制度による支

援 

足立福祉事務所 
生活保護の相談件数 6,015 6,000 6,000 

６ 自立相談支援事業 
くらしとしごと

の相談センター 

生活困窮者自立相談

受付延べ件数（件） 
6,876 6,000 6,000 

７ セーフティネットあだ

ち 

くらしとしごと

の相談センター 

ひきこもり支援委託

事業者によるひきこ

もり相談延べ件数

（件） 

1,010 1,200 1,600 

８ 心の健康相談の実施 
中央本町地域・保

健総合支援課 

相談件数（一般、うつ、

思春期、アルコール

等） 

182 200 220 

９ 思春期デイケアの実施 
中央本町地域・保

健総合支援課 
延べ参加人数 344 350 350 

10 精神科通院費用の助成 
中央本町地域・保

健総合支援課 

自立支援医療制度承

認件数 
15,309 16,000 17,200 
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３ 学校等と連携した非行の防止と 

修学支援等の実施 
 

子どもたちが犯罪の被害者にも加害者にもならないよう、学校、家庭、地域が連携して

見守るとともに、犯罪や非行をした人が立ち直り、地域社会の一員として社会復帰できる

よう、自立のために必要な修学支援等を実施します。 

 

 

１ 非行の防止 

 

現状 課題 

◆ 令和 3年中の足立区内の刑法犯検挙人

員（14歳以上 20歳未満）は 128人 

◆ 学校や地域における非行の未然防止に

向けた、継続的な取り組みが必要 

 

 

２ 修学支援 

 

現状 課題 

◆ 少年院在院者の 28.9%、受刑者の 37.4%

が中学卒業後に高校に進学していない。 

◆ 少年院在院者の 36.8%、受刑者の 24.6%

が高校を中退している。 

◆ 我が国の高校進学率は 98.5%であるが、

罪を犯した人については、少年院在院者

が 71.1%、受刑者が 62.6%と低い水準に

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 取組方針に基づく主な取組 
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非行少年について 

 

非行少年とは、少年法により定められる、家庭裁判所の審判に付すべき２０歳未満の者を指します。 

以下の３つに分類されます。 

 

◆ 犯罪少年 … １４歳以上で罪を犯した少年 

◆ 触法少年 … １４歳未満で刑罰法令に触れる行為をした少年 

◆ ぐ犯少年 … 一定事由のもと性格・環境に照らして将来罪を犯し、または刑罰法令に触れるおそ

れのある少年 
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主な取組と活動指標                   

１ 非行の防止 

（１）警察との連携事業（防犯講話、セーフティ教室）【教育指導課】 

区内警察署と連携し、学校において防犯等に関する講座を開催します。 

（２）青少年問題協議会【青少年課】 

少年の非行防止等を目的に、地域団体や関係行政機関等と連絡調整を図るための会

議を開催しています。 

（３）足立区少年補導白書の発行【青少年課】 

警視庁から提供された足立区の少年非行の状況をまとめ公開しています。 

（４）足立区青少年対策地区委員会【青少年課】 

学校、町会、青少年委員等で構成される、青少年の健全育成を図ることを目的とし

て設置された団体です。区内２５地域において、それぞれの地域の実情を踏まえなが

ら非行化防止キャンペーン等の事業に取り組んでいます。 

（５）「こどもをまもろう１１０番」の普及【青少年課】 

足立区立小学校ＰＴＡを中心に、全区的に子どもたちの緊急避難場所を示すステッ

カー掲示活動を進めながら、より多くの人が子どもを守り、子どもに目を向けていく

まちづくりを推進するとともに、地域の人々が不審者への警戒心を示すことによる犯

罪抑止力を強めます。 

（６）子どもの安全安心のためのプログラム【青少年課】 

子どもたちに自分自身を守る力を身につけてもらうため、区内の希望する小中学校

において、区が作成した防犯に関する演劇プログラムを児童生徒に鑑賞してもらい、

防犯意識の向上につなげています。 

（７）養育困難改善事業【こども家庭支援課】 

子育てに関する相談を受け、実情の把握、情報の提供を行い、専門機関や地域と連

携して支援（要保護児童対策地域協議会を開催）しています。 
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（８）東京法務少年支援センター【国の制度】 

非行・犯罪や問題行動などに関するお悩みについて、本人や家族、学校の先生など

の関係者の方々の相談に、心理学や教育学等の専門職員が応じています。センター分

室として東京拘置所内に「サテライト相談室」が設置されており、相談に応じていま

す。 

 

（９）東京都若者総合相談センター若ナビα【都の制度】 

若ナビα（アルファ）は、東京都若者総合相談センターの愛称で、若者やその家族

等を対象とした無料相談窓口です。若者のさまざまな悩みに対応する総合窓口として、

東京都内にある専門の窓口や支援機関等へつないだり、情報提供を行っています。 

 

（10）少年センター【警視庁の制度】 

子どもの非行などの問題でお悩みの方や、いじめや犯罪等の被害にあい、精神的シ

ョックを受けている少年のために、心理専門の職員が「秘密厳守」「無料」でご相談

に応じます。 

 

（11）足立児童相談所【都の制度】 

原則１８歳未満の子どもに関する相談や通告について、子ども本人・家族・学校の

先生・地域の方々など、どなたからも受け付けています。すべての子どもが心身とも

に健やかに育ち、その持てる力を最大限に発揮できるように家族等を援助し、ともに

考え、問題を解決していく専門の相談機関です。 

 

 

２ 修学支援 

（１）外国人相談窓口【地域調整課】 

お困りごとや悩みのある外国人の方からの相談を行います。英語・中国語・韓国語

で相談ができます。困りごとの解決へ向け、関係機関や各種事業をご案内します。 

 

（２）生活保護受給世帯の子どもの就学定着に向けた取組【足立福祉事務所】 

１８歳未満の子どものいる生活保護世帯への家庭訪問や学校等との緊密な連携によ

り、非行の防止と就学の定着を図ります。 

 

（３）居場所を兼ねた学習支援【くらしとしごとの相談センター】 

家庭での学習が困難な主に中学生を対象とし、家庭に代わる学習の場所と安心して

過ごせる居場所を提供します。 
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（４）教育相談の実施【教育相談課】 

区内在住、在学の１８歳未満の子どもとその家族に、心理の専門相談員が面接によ

る教育相談を実施します。相談内容に応じて、学校や専門機関とも連携した対応を行

います。 

（５）学校以外の学びの場の提供【教育相談課】 

不登校児童・生徒の状況に応じた居場所（あすテップ、チャレンジ学級、居場所を

兼ねた学習支援）を活用した学習支援を行います。また、外出が困難な不登校児童・

生徒のための家庭学習支援事業を行っています。 

（６）スクールカウンセラーによる相談対応の実施【教育相談課】 

いじめや不登校等の未然防止、改善・解決及び学校の教育相談機能の充実を目的と

して、区内全小・中学校にスクールカウンセラーを派遣しています。 

（７）スクールソーシャルワーカーによる支援の実施【教育相談課】 

教職員と支援方針を共有しながら、児童・生徒、保護者の状況確認や関係機関への

つなぎなどの支援を行っています。 

 

（８）中学校夜間学級【都の制度】 

小学校や中学校を卒業していない方や、諸事情により中学校で十分に学べなかった

方などを対象に、国籍を問わず、入級の相談を受け付けています（足立区は第四中学

校に設置）。 

 

（９）夜間定時制高校【都の制度】 

東京都では、できるだけ多くの方々が高校で勉強する機会を持つことができるよう、

定時制課程の高校（都立足立高校、都立江北高校）を設置しています。 

 

（10）通信制高校【都立、私立】 

自宅などで学習し、定期的にレポートを学校に提出して添削指導を受け、スクーリ

ングを行い、テストを受けて単位を修得する高校です。単位の取り方等を自分で選べ

るため自由な時間を作りやすく、仕事等との両立がしやすいことが特徴です。 

 

（11）高等学校卒業程度認定試験【国の制度】 

さまざまな理由で高校を卒業できなかった人のための試験制度です。合格すること

で、高校卒業と同程度の学力があると認められ、大学・短大・専門学校の受験資格を

得ることができます（最終学歴は高校卒業とはなりません）。 
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活動指標（区の取組） 

 

１ 非行の防止 

 

主な取組 所管 指標名 現状値   

R3 年度 

目標値 

R5 年度 

目標値 

R9 年度 

（１）警察との連携事業 教育指導課 
セーフティ教室の

実施校 
100% 100% 100% 

（２）青少年問題協議会 青少年課 
会議の開催回数/年 

※R3年度は書面開催 
1 回 2 回 2 回 

（３）足立区少年補導白書

の発行 

青少年課 白書の発行回数/年 1 回 1 回 1 回 

（４）足立区青少年対策地

区委員会 
青少年課 主催事業数 54 回 108回 108回 

（５）「こどもをまもろう

１１０番」の普及 
青少年課 

ステッカー掲示登

録者数 
3,112 件 3,150件 3,350件 

（６）子どもの安全安心の

ためのプログラム 
青少年課 実施事業数 20 回 21 回 21 回 

（７）養育困難改善事業 

こども家庭支

援課 

要保護児童対策地

域協議会の開催回

数 

261回 270回 270回 

 

 

第５章 取組方針に基づく主な取組 

  ３ 学校等と連携した非行の防止と修学支援等の実施 



 

27 

 

 

２ 修学支援 

 

主な取組 所管 指標名 現状値   

R3 年度 

目標値 

R5 年度 

目標値 

R9 年度 

（１）外国人相談窓口 地域調整課 
外国人生活相談対

応件数 
2,228  2,748  2,830  

（２）生活保護受給世

帯の子どもの就学

定着に向けた取組 

足立福祉事務所 

生活保護受給世帯

の高等学校等の中

退率(%) ※低減目標 

3.0 3.0 3.0 

（３）居場所を兼ねた

学習支援 

くらしとしごとの

相談センター 
進学決定者数（人） 96 100 100 

（４）教育相談の実施 教育相談課 教育相談の人数 1,555 人 1,500人 1,500人 

（５）学校以外の学び

の場の提供 

教育相談課 

学校以外の学びの

場で不登校児童・生

徒に対し働きかけ

を行った回数 

1,797 人 2,200人 2,200人 

（６）スクールカウン

セラーによる相

談対応の実施 

教育相談課 

スクールカウンセ

ラーが関わった児

童・保護者・教員数 

35,592人 36,050人 35,700人 

（７）スクールソーシ

ャルワーカーに

よる支援の実施 

教育相談課 

スクールソーシャ

ルワーカーが支援

した児童・生徒数 

473人 400人 400人 
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４ 犯罪のない安全で安心な 

地域づくりの推進 
 

罪を犯した人等がその責任を自覚し、犯罪被害者の心情等を理解するとともに、自ら社

会復帰のために努力することを基本に、様々な関係機関の協働・協創により、罪を犯した

人等が孤立することなく、犯罪のない安全で安心な地域づくりに取組みます。 

 

 

 

 

現状 課題 

◆ 前年と比較し、令和 4年の刑法犯認知件

数が増加傾向にあり、その中でも自転車

の盗難が増えている。 

◆ 全国、都内とも増加傾向である 

◆ 足立区政に対する世論調査の結果を踏

まえ、今後も防犯カメラ設置助成の促進

など、見せる防犯対策の推進を図る必要

がある。 

※【２ 保健医療、福祉サービス、相談支援

の継続的実施】再掲 

 

 

◆ 高齢者の窃盗犯（万引き）が多い傾向に

ある。 

◆ 経済的困窮 

65歳以上の高齢万引き被疑者の約 8

割が無職 

◆ 認知機能の低下 

記憶に関する一部機能の低下 

◆ 社会関係性の欠如や孤独 

65歳以上の万引き被疑者のうち、 

独居は 56.4% 

交友関係ない 46.5% 

 

 

第５章 取組方針に基づく主な取組 

  ４ 犯罪のない安全で安心な地域づくりの推進 



 

29 

 

 

 

主な取組と活動指標                   

  

１ ビューティフル・ウィンドウズ運動【危機管理課】 

（１）地域における見守り活動支援事業補助金 

地域団体の地域見守り活動を推進する目的で防犯カメラの設置等の補助を行ってい

ます。 

 

（２）地域防犯活動助成金 

地域住民団体が結成した自主防犯組織が自主的に防犯活動を行っている等の場合に

おいて、その活動に必要な物品等の購入に対する助成を行っています。 

 

（３）安全安心パトロール隊等による青パト運行 

安全安心パトロール隊等が地域の見守りのために防犯パトロールを行っています。 

 

（４）ボイスセンサー設置（自転車盗難対策） 

警察と連携し、区内駐輪場に設置し、自転車盗難の注意、自転車の鍵かけの啓発を

行っています。 

 

（５）自動通話録音機貸与（特殊詐欺対策） 

特殊詐欺対策として、区内居住者（おおむね６５歳以上）へ自動通話録音機を無償

での貸与を行っています。 

 

（６）携帯電話抑止装置設置（特殊詐欺対策） 

特殊詐欺対策として、協定が締結できた区内金融機関に対して、携帯電話抑止装置

の設置を行っています。 

 

（７）ＡＩシステム設置費用補助金（万引き防止対策） 

事業者が万引き防止対策として店舗内に設置するＡＩシステムに係る費用の補助を

行っています。 
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（８）店舗用防犯カメラ等設置費用補助金（万引き防止対策） 

事業者が万引き防止対策として設置する店内・外用防犯カメラに係る費用並びに万

引き対策用品の購入に要する費用の補助を行っています。 

 

（９）防犯対策用センサーライト貸与（侵入盗対策） 

区内における侵入盗等の対策のために実施する町会・自治会、駐車場管理者等への

センサーライトの貸与を行っています。 

 

（10）六町駅前安全安心ステーション「ろくまる」 

六町駅前広場に安全安心ステーションを設置し、区内初の「みんなの交番」として、

警察官ＯＢが地域の見守りを行っています。 

 

（11）防火防災協会等活動助成金 

区民の防火、防災意識の普及を主な事業として設置された、防火防災協会等の活動

に対する助成を行っています。 

 

（12）各種啓発活動 

チラシやポスター、イベント等において、防犯に関する啓発活動を行っています（自

転車盗難対策標語シール、防災行政無線、ラッピングバス広告等）。 

 

２ 孤立ゼロプロジェクト【絆づくり担当課】 

地域における日常的な見守りや声かけ活動を通じて、支援を必要とする方を早期に発

見し、必要なサービスにつなぎ、地域活動などへの社会参加を促します。 

 

 

 

活動指標（区の取組） 

１ ビューティフル・ウィンドウズ運動 

 

主な取組 所管 指標名 
現状値   

R3 年度 

目標値  

R5 年度 

目標値  

R9 年度 

（１）地域における見守り活動支

援事業補助金 
危機管理課 

周知活動・防犯

カメラ設置台数 
2,241 - - 

（２）地域防犯活動助成金 危機管理課 - - - - 

（３）安全安心パトロール隊等に

よる青パト運行 
危機管理課 

周知活動・出動

回数 
763 - - 
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主な取組 所管 指標名 
現状値   

R3 年度 

目標値  

R5 年度 

目標値  

R9 年度 

（４）ボイスセンサー設置（自転

車盗対策） 
危機管理課 

周知活動・ボイ

スセンサー設置

台数 

75 75 100 

（５）自動通話録音機貸与（特殊

詐欺対策） 
危機管理課 

周知活動・自動

通話録音機貸与

台数 

1,644 1,644 2,000 

（６）携帯電話抑止装置設置（特

殊詐欺対策） 
危機管理課 

周知活動・携帯

電話抑止装置設

置台数 

0 0 10 

（７）ＡＩシステム設置費用補助

金（万引き防止対策） 
危機管理課 - - - - 

（８）店舗用防犯カメラ等設置費

用補助金（万引き防止対策） 
危機管理課 - - - - 

（９）防犯対策用センサーライト

貸与（侵入盗対策） 
危機管理課 - - - - 

（10）六町駅前安全安心ステーシ

ョン「ろくまる」 
危機管理課 - - - - 

（11）防火防災協会等活動助成金 危機管理課 - - - - 

（12）各種啓発活動 危機管理課 - - - - 

 

 

２ 孤立ゼロプロジェクト 

 

主な取組 所管 指標名 
現状値   

R3 年度 

目標値  

R5 年度 

目標値  

R9 年度 

孤立ゼロプロジェクト 
絆づくり 

担当課 

孤立状態から地

域社会や支援に

つながった世帯

数 

4,630 5,200 6,800 
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５ 関係機関、民間協力者等との 

連携強化、広報・啓発活動の推進 

国、警視庁、ＮＰＯ法人、支援団体、協力雇用主、保護司、民生・児童委員等と区が

連携協力し、それぞれの専門性や役割を通じて、対象者の置かれている状況の改善に注

力するとともに、様々な関係機関が実施する非行・再犯の防止の取組について、広報等

を通じて広く区民に周知します。 

 

現状 課題 

◆ 保護司、更生保護女性会、ＢＢＳ会等の

民間協力者により、地道で献身的な更生

保護活動を実施 

◆ 保護司の高齢化や担い手不足が生じて

いる。 

◆ 保護司が自宅以外で面接できる場所の

確保が必要。 

◆ 保護観察協会を中心に、社会を明るくす

る運動や再犯防止に関する取り組みを

行っている。 

◆ 保護司の高齢化や担い手不足が生じて

いる。 

◆ 社会を明るくする運動の認知が不十分 

◆ 更生保護サポートセンターを設置し、更

生保護ボランティア活動を支援してい

る。 

◆ 矯正施設、保護観察所、地域の保健医

療・福祉機関、回復支援施設や民間団体

等との連携や、効果的な支援を行う体制

が不十分 
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主な取組と活動指標                    

１ 社会を明るくする運動【福祉管理課】 

すべての国民が、犯罪や非行の防止と罪を犯した人たちの更生について理解を深め、

それぞれの立場において力を合わせ、犯罪のない明るい社会を築こうとする全国的な

運動です。区では、足立区推進委員会を通じて運動を展開しています。 

２ 足立区保護観察協会を通じた更生保護事業の推進【福祉管理課】 

足立区保護観察協会は、区内における犯罪の予防および更生保護事業の充実発展を

図ることを目的とした団体です。保護観察協会を通じ、足立区保護司会、足立区更生

保護女性会、足立区桐友会、足立区ＢＢＳ会、区内更生保護法人といった更生保護団

体への運営助成、各種更生保護事業の活動を支援しています。区では、なお一層の活

動の推進を図ることを目的に、保護観察協会に財政的援助を行っています。 

 

３ 更生保護ボランティア等の活動に関する広報【福祉管理課】 

社会を明るくする運動での広報活動に加え、保護観察協会と保護司会が主体となっ

て冊子「明るい社会」を発行する等の広報に取り組んでいます。 

４ 更生保護サポートセンターの運営支援【福祉管理課】 

足立区の更生保護事業の中心となる保護司活動を支えるため、平成２８年に更生保

護サポートセンターを開設し、令和３年８月から区役所別館にて運営しています。サ

ポートセンターの使用に関して、区施設利用の支援を行っています。 

また、保護司が自宅以外で面接できる場所として、区の施設等を利用可能とするこ

となどによって、保護司活動の支援を推進します。 

５ 民生・児童委員活動支援【福祉管理課】 

地域で支援を必要とする人々と行政機関との橋渡し役である民生・児童委員が、地

域の相談・支援等の活動を円滑に行えるよう支援しています。 

６ （仮）再犯防止推進協議会の設置【新設】 

再犯防止にかかわる各団体（矯正施設、保護観察所、地域の保健医療・福祉関係機

関、回復支援施設や民間団体等）と連携し、より効果的な支援等を行う体制づくりを

すすめます。 
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活動指標（区の取組） 

主な取組 所管 指標名 
現状値   

R3 年度 

目標値 

R5 年度 

目標値 

R9 年度 

１ 社会を明るくする運動 福祉管理課 
社会を明るくする

運動の参加者数 
2,220 3,000 5,000 

２ 足立区保護観察協会を通じた

更生保護事業の推進 
福祉管理課 － － － － 

３ 更生保護ボランティア等の活

動に関する広報 
福祉管理課 － － － － 

４ 更生保護サポートセンターの

運営支援 
福祉管理課 － － － － 

５ 民生・児童委員活動支援 福祉管理課 

民生・児童委員が

受ける相談・活動

件数 

30,489 58,000 56,000 

６ （仮）再犯防止推進協議会の

設置 
新設 － － － － 
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再犯防止に関する用語の解説 

  

用 語 解 説 

保護司 

犯罪や非行をした人の立ち直りを地域で支える民間のボ

ランティアです。保護司法に基づき、法務大臣から委嘱さ

れた非常勤の国家公務員とされていますが，給与は支給さ

れません。 

保護司は、民間人としての柔軟性と地域の実情に通じて

いるという特性を生かし、保護観察官と協働して保護観察

に当たるほか、犯罪や非行をした人が刑事施設や少年院か

ら社会復帰を果たしたとき、スムーズに社会生活を営める

よう、釈放後の住居や就業先などの帰住環境の調整や相談

を行っています。 

保護司会 

保護司は、地域ごとに保護司会を組織し、職務に関する

連絡調整等を行います。足立区保護司会は、千住・綾瀬・

東綾瀬・西綾瀬・西新井第一～第四の計８つの分区から成

り、それぞれの地域で活動しています。 

保護観察 

犯罪をした人又は非行のある少年が、実社会の中でその

健全な一員として更生するように、国の責任において指導

監督及び補導援護を行う仕組みです。 

更生保護 

犯罪や非行に陥った人も立ち直ることができるという、

人間に対する信頼を基に、その立ち直りの援助をしたり、

犯罪や非行の防止のための様々な活動を行うものです。 

更生保護女性会 

女性としての立場から、犯罪予防と犯罪や非行に陥った

人の更生に協力することを目的としたボランティア団体で

す。 

ＢＢＳ会 

非行に陥り、あるいはそのおそれのある少年の友だちに

なり、兄や姉の立場から立ち直りを援助する「ともだち活

動」、非行防止活動や、保護観察中の少年を対象とした社会

参加活動にともに参加しサポートするなどの活動に取り組

んでいる青年のボランティア団体です。 

※ Big Brothers Sisters会 
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参考文献等（順不同） 
 

 

・ 再犯防止推進計画（法務省） 

・ 東京都再犯防止推進計画（東京都） 

・ 令和４年版 犯罪白書（法務省） 

・ 令和４年版 再犯防止推進白書（法務省） 

・ 令和４年度版 非行少年・再犯防止支援ガイドブック（東京都） 

・ 法務省ホームページ 

・ 警視庁ホームページ 

・ 東京都ホームページ 
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